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統合型リゾート（ＩＲ）における安全対策を求める意見書  

 

 

 観光及び地域経済の振興，財政の改善を目的とした「特定複合観光施設区

域の整備の推進に関する法律案」が第  192回臨時国会に提出された。  

 この特定複合観光施設とは，カジノ施設，会議場施設，レクリエーション

施設，展示施設，宿泊施設その他の観光の振興に寄与すると認められる施設

が一体となっている施設であって，民間事業者が設置及び運営をするものと

されている。  

 我が国では， 2020東京オリンピック・パラリンピック開催を契機に観光立

国を目指す動きがある中，統合型リゾート（略称：ＩＲ）を推進し，経済効

果の高いカジノを合法化することで，観光産業と地域経済の活性化を図ろう

とする動きがある。  

 現在，世界にはカジノが合法化されている国が約  132カ国あり，ラスベガ

ス・マカオ・シンガポール・フィリピン・オーストラリアなどでは総合リゾ

ートが存在する。日本が参考とするシンガポールにおけるカジノ区域は全体

の約３％程度であり，安倍首相は日本においても同程度であるとの説明を行

った。  

 また，統合型リゾートは高い経済波及効果があるとの見方もあり，年間外

国人客  4,000万人を目標に掲げる我が国の経済復興の有効な施策との考えも

ある。  

 しかし，カジノ解禁には治安悪化や青少年への悪影響，ギャンブル依存症

増加やマネーロンダリング（資金洗浄）など，デメリットへの懸念があり，

こういった不安からの反対意見が少なくないのも事実である。ＩＲ推進は，

あくまでも国民にとって利益あるものでなければならず，具体的な安全対策

を講じることを求める。  

 

１  ＩＲ推進においては，広く国民に正確な情報が周知されるよう努めるこ

と。  

２  今後の実施法案へと進む過程において，ギャンブル依存症や青少年への



悪影響防止等，適切な対策を講じること。  

 

以上，地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。  

 

平成２８年１２月   日  

 

調布市議会議長  鮎  川  有  祐  

 

提出先  

内閣総理大臣   総務大臣   財務大臣   厚生労働大臣    

経済産業大臣  


